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（出所）Encovi “ベネズエラ全国の約１万世帯を対象に生活実態アンケート調査を実施” 

米 
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国トランプ政権によるマドゥロ大統領拘束

を受けて、ベネズエラの政治・経済は大きな 

転換期にある。ただし、この変化を国民が生活感とし

て認識できるのは、もう少し先（２６年後期）になる

との意見が一般的である。 

 

では、現在のベネズエラの一般市民の生活環境はど

のようなものだろうか？ 

本稿では、アンドレスベジョ・カトリック大学などが

実施する生活実態アンケート調査「Encovi」の結果を

紹介したい。 

 

 

最初に同アンケート調査の概要について説明した

い。同調査に関する基本情報は以下の通り。 

 

◆調査時期：２０２５年３月～５月 

◆調 査 数：１００１地区、約１万世帯（実際の調

査世帯数は１１，３５２世帯） 

◆調査地域：カラカス首都区、アプレ州、バリナス

州、ボリバル州、ファルコン州、ミランダ州、スク

レ州、タチラ州、トゥルヒージョ州、ヤラクイ州、

スリア州など。 

◆調査方法：世帯を訪問して質問項目についてイン

タビューを行う。 

 

 

若年層、労働世代を中心に人口が減少 
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Encovi によるベネズエラの推定人口は約２８５０万

人。同データは国連の「世界人口推計（World 

Population Prospects、WPP）」の公表値（約２８

５２万人）を採用している。 

 

なお、２０１５年版の WPP ではベネズエラの２０

２５年の推定人口は約３４００万人とされていた。 

Encovi は、この予測との差について、人口流出が主

な要因と指摘している。 

 

下図は、２０２５年時点のベネズエラの推定人口ピ

ラミッドである。 

 

緑色（男性）とオレンジ色（女性）で塗られている

のは２０２５年版の WPP データ。 

 

薄い水色（男性）と薄い赤色（女性）は、２０１５

年版の２０２５年時点のベネズエラの人口推定値。 

 

両データの差に注目すると、２０代～４０代の労働

人口および０～１０代前半の若年層を中心に人口が

減少していると言える。 

 

 

 

 

最初に一般的な「ベネズエラ世帯」がどのような家

族構成になっているのかについて確認したい。 

 

下グラフは１９９０年～２５年直近までの「ベネズ

エラ世帯の家族人数」の平均値。 

 

１９９０年時点では１世帯当たりの人数は平均４．

８人とされていたが、この人数は徐々に減少してお

り、２０２５年時点の調査では３．１人と最も少な

い人数になっている。 

 

 

次のグラフは「一家の世帯主は誰か？」という質問

に対する回答結果（２０１４年～２５年）。 

 

 

世帯人数は減少、女性の世帯主増加 
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２０１４年当時は「男性（緑色）」が６１％、「女性

（オレンジ色）」が３９％と男性が世帯主となって

いる世帯が多かった。 

 

しかし、この傾向は２０１９～２０年調査から急激

に変化。２０１９～２０年調査では、「男性（緑

色）」４０％、「女性（オレンジ色）」６０％と男女

比が逆転した。 

 

その後は徐々に男性が世帯主の家庭が増えてきてい

るが、それでも２５年調査では「男性（緑色）」４

８％、「女性（オレンジ色）」５２％であり、女性が

世帯主となる家庭が多いことが分かる。 

 

Encovi は、「世帯構成人数の減少」および「世帯主

の女性化」について、国外移住による家族構成の変

化も一因だが、女性が世帯主であることで政府の支

援プログラムの恩恵を受けやすくなることも理由の

１つではないかと推測している。 

 

 

右上のグラフは、男女の就業状況を示したグラフ。 

 

男女ともに内側で塗られている部分は「実際に働い

ている／仕事を探している人」で、外側は「働くこ

とが出来る年齢の人」を示している。 

 

つまり、内側の「実際に働いている／仕事を探して

いる人」からはみ出ている部分の人は「労働年齢に

達しているが、学業など何らかの理由で仕事を探し

ていない人」ということになる。 

 

 

 

 

 

過去と比較すれば、現在の傾向が確認できるので、

以下で２０１７年当時の調査結果を紹介する。 

 

特に顕著な傾向が見られるのは「２５～３４歳」

「３５～４４歳」の世代だろう。 

 

 

 

女性 男性 

若い世代中心に労働意欲が低下 
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まず「２５～３４歳」の年齢層について、２０１７

年調査では男性の人口と「実際に働いている／仕事

を探している人」の差はほとんどなかったが、２０

２５年は、その差が大きく広がっている。 

 

つまり、２５～３４歳の世代の男性で労働意欲を失

う人が増加したと言える。 

 

「３５～４４歳」についても男性は同様の傾向が見

て取れる。 

 

女性についても同様の傾向があるが、特に女性は

「２５～３４歳」の年齢層で顕著な差が見られる。 

 

逆に３４歳超の年齢層では１７年当時と比べて、労

働傾向に大きな差は見られない。 

 

Encovi は、この理由について、「労働市場の縮小と

賃金低下により、２５～３４歳および３４～４４歳

の年齢層は“非活動状態”になった」と分析してい

る。 

 

つまり、「給料が低すぎて働いても割に合わない」

「政府から補助金を受けていた方が合理的」 

「出稼ぎしている親族の送金で生きている」 

「家事・育児・介護で時間が取られる」 

などの理由で労働力人口から外れたと認識できる。 

 

逆を言えば、労働で適切な報酬を得られるようにな

り、補助金の仕組みを適正化すれば、労働市場に戻

る人口が多いとみることもできるだろう。 

 

 

 

 

下グラフは「生活レベルと就労率」を示したもの。 

 

２０２５年調査では「非貧困世帯」の就労率は７

０％、「一定の貧困世帯」は６１％、「極貧世帯」は

４６％となっており、生活レベルと就労率には明確

な相関関係がある。 

 

グラフ：生活レベルと就労率 

 

 

次に「ベネズエラの貧困」というテーマを中心に調

査結果を確認したい。 

 

次ページのグラフは、「世帯収入（補助金など労働

収入以外を含む）で見るベネズエラの貧困推移（２

０１４～２５年）」である。 

 

グラフの通り、「貧困世帯（Pobresza Total）」と

「極貧世帯（Pobreza Extrema）」の割合は２０１５

年に急増。その後も上昇が続いたが２０１９～２０

年頃をピークに減少傾向にある。 

 

収入面で見た貧困は改善傾向 
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直近の２０２５年では「貧困世帯」は６８．５％、

「極貧世帯」は３１．７％。２０１４年調査の次に

良い結果となっている。 

 

２０２０年までは急激な経済縮小に加えて、ハイパ

ーインフレにより購買力が減少し、貧困率が上昇傾

向にあった。しかし、２１年から経済が徐々に回復

し、インフレも縮小したことで貧困率が改善したと

理解できる。 

 

とは言え、３分の１近くは「極貧世帯（必要な食事

を満足に購入できない）」となっており、貧困問題

は現在も深刻な状況にある。 

 

 

 

 

 

貧困は収入以外の要素もある。 

 

Encovi は、 

「住居（Vividenda）」 

「公共サービス（Servicios）」 

「所得（Estandar de vida（ingresos））」 

「教育（Educacion）」 

「雇用・保護（Empleo y Proteccion）」 

の５つの項目を基に「多角的貧困指数（IPM）」と

いう指標を作り、貧困状況を評価している。 

 

この IPM の結果については、次ページのグラフを

参照されたい（数字が高いほど貧困度合いが大き

い）。 

 

 

 

 

 

 

 

この IPM 指標では、ベネズエラの貧困は２０２２

年から改善していない。また、２５年の IPM は５

５であり、１８年（５１）以前よりも貧困に該当す

る世帯が多いという結果が出ている。 

 

項目別の数字は次ページ下表を参照されたい。 

 

IPM を構成する５つの要素の中で「所得」が最も大

きな比重を占めており、次に「公共サービス」「雇

用・保護」。最後に「住居」「教育」という比重にな

っている。 

 

所得面の貧困は改善傾向にある一方、公共サービ

ス、住宅、教育などの分野では改善が見られず、多

角的貧困という意味では依然として高水準にある。 

収入以外の要素を含めると貧困は改善なし 
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今回の調査では、ベネズエラ経済の回復を背景に、

所得面で見た貧困率には改善傾向が確認された。 

 

一方で、人口流出による若年・労働世代人口の減

少、世帯構造の変化、若年層を中心とした労働市場

からの離脱、公共サービス悪化など、社会構造面の

問題は依然として深刻と言える。 

 

特に注目されるのは、「所得改善」と「生活環境改

善」が必ずしも一致していない点だろう。 

 

収入面では一定の改善が見られる一方で、公共サー

ビス・住宅・教育などの指標はむしろ悪化してお

り、多角的貧困指数（IPM）は高止まりしている。 

 

現在のベネズエラは、マクロ経済の安定と社会イン

フラの回復が乖離した状態にあると言える。 

 

２０２６年からはベネズエラに大きな変化が起こり

始めている。これが収入面はもちろん、公共サービ

スなど複合的な生活環境の改善につながることが望

まれる。 

 

以上 

マクロ経済と社会インフラの改善傾向に乖離 


